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調査実施の背景
環境測定分析は 環境保全 法令や制度 施策を実施する 環境測定分析は、環境保全の法令や制度・施策を実施する
ための全ての基礎。地方自治体や民間の環境測定分析機関
の技術者がそれを支えている。の技術者がそれを支えている。
（分析精度の確保は、環境行政への社会の信頼のみならず、環境を失うこ

とによる修復のための多大な費用・労力・時間という社会的・経済的損失

を招かないためにも重要 ）を招かないためにも重要。）

 環境測定分析は 公定法に規定されていない細部を含め 測 環境測定分析は、公定法に規定されていない細部を含め、測
定分析技術者の技能・経験がデータの精度に影響。

 こうしたことから、環境省では、本調査を昭和５０年度から毎年
度継続して実施して、環境測定分析機関による測定分析の
精度の向上と信頼性の確保を図っている精度の向上と信頼性の確保を図っている。
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調査の内容

 環境測定分析に従事する多数の分析機関が、配布される
均質に調製された環境試料を 定められた方法等に従い均質に調製された環境試料を、定められた方法等に従い
分析することによって得られる分析結果から、分析機関の
分析技術水準の実態把握、使用測定機器等の違いによる
分析結果への影響の解析・調査等を行う。

 これらの結果を受け、分析上の留意点、技術的な問題点等
を分析機関にフィードバックすることにより、分析機関全体
の精度の向上に資するの精度の向上に資する。
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調査の特徴
 長期的な計画に基づき、幅広い試料や項目を対象としている。

 分析方法が確立されていないものや、規定されて間もないも
のも対象としている。も対象として る。

 分析結果のほか、前処理条件、測定機器の使用条件等まで分析結果のほか、前処理条件、測定機器の使用条件等まで
を含めた調査を行っている。

 近年では、５００前後の環境測定分析機関が参加する我が国
でも最大規模の調査となっている。
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調査の実施体制
環境省（実施主体）

• 調査の実施方針

検 会

「環境測定分析検討会」

• 調査のあり方の検討

総合• 環境測定分析検討会の開催

• 分析ニーズの把握 など

• 調査結果の総合レビュー など

調査実施機関

（日本環境衛生センター）

「環境測定分析検討会

統一精度管理調査部会」

請負契約

（日本環境衛生センター）

• 調査参加機関の募集

• 試料の調整、参加機関への試料配布

分析結果 回収 集計

統一精度管理調査部会」

• 調査実施要領の策定

• 調査結果の詳細な解析 など
• 分析結果の回収、集計

• 調査結果の作成 など

調査結果の詳細な解析 など

5



最近の調査試料及び参加実績について

年度 分析対象試料 対象試料形態 分析対象項目 公的機関 民間機関 参加機関数年度 分析対象試料 対象試料形態 分析対象項目 公的機関 民間機関 参加機関数

23

模擬排水試料 水溶液 COD、BOD、フッ素、TOC 113 382

514模擬水質試料 メタノール溶液
農薬(ｼﾞｸﾛﾙﾎﾞｽ､ﾌｪﾉﾌﾞｶﾙﾌﾞ)及びその他の物質

（PFOS､PFOA）
66 159

（ ､ ）

土壌試料 土壌 ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類（PCDDs、PCDFs、DL-PCBs） 17 94

土壌試料 汚染土壌 カドミウム、銅、砒素 70 344

底質試料 底質（海域）24 431底質試料 底質（海域） PCB 28 159

底質試料 底質（海域）
(有機塩素化合物) 詳細項目（DDT類）3項目及

び参照項目（HCH類等）16項目
13 40

模擬水質試料 水溶液 カドミウム、鉛、砒素、亜鉛 104 361

25

模擬水質試料 水溶液 カドミウム、鉛、砒素、亜鉛 104 361

477
模擬水質試料 メタノール溶液 ノニルフェノール、4-t-オクチルフェノール、LAS 34 132

底質試料 底質（海域）

(有機塩素化合物) 詳細項目（DDT類）3項目及

び参照項目（HCH類等）16項目

(重金属類) 砒素

37 219

(重金属類) 砒素

26

模擬水質試料 水溶液 COD、全窒素、全燐、TOC、pH 122 373

509
模擬水質試料 メタノール溶液 ノニルフェノール、4-t-オクチルフェノール、LAS 45 122

ベンゼン、塩化メチル、トルエン 参照項目（優
模擬大気試料 人工空気ベース 先取組物質）8項目、参照項目（優先取組物質

以外）5項目
48 34
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調査事業を巡る動き
環境省行政事業レビューの実施（平成２２年）環境省行政事業レビューの実施（平成２２年）

政府方針（２０年間以上経過した事務事業の廃止を前提とする検証）を踏
まえ、環境省予算監視・効率化チーム会合において審議

チーム所見：長期にわたり実施している事業であり、特に優先度の高い項
目に重点化し予算規模を見直すとともに、事業計画の見直しや分析機関
の教育等 事業の在り方について検討すべき。の教育等、事業の在り方について検討すべき。

本事業の見直しに着手

チーム所見の趣旨も踏まえ、長期計画である「今後の環境測定分析統一チ ム所見の趣旨も踏まえ、長期計画である「今後の環境測定分析統
精度管理調査のあり方について」（平成１９年３月環境測定分析検討会）の
見直しを１年前倒しで実施。

平成２３年度から平成２７年度までの５年間における 調査の内容 実施方平成２３年度から平成２７年度までの５年間における、調査の内容、実施方
法等を定める。 ⇒新しい｢あり方｣を平成２３年５月に策定

調査のこれまでの成果を総括したうえで、引き続き調査を実施する目的、
意義、今後の展望等を改めて整理する。
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環境測定分析を巡る状況
計量法に基づく特定計量証明事業者制度 環境省における 計量法に基づく特定計量証明事業者制度、環境省における
ダイオキシン類の請負調査の受注資格審査、試験機関の認
定を規定した国際規格ＩＳＯ１７０２５などの仕組が出来ている
が 認定等 取得 維持には多額 費用を要したり それらが、認定等の取得・維持には多額の費用を要したり、それら
の取得が必ずしも分析精度の向上に直結するとは限らない。
⇒環境測定分析機関の分析精度の向上のためには、技術者一人環境測定分析機関 分析精度 向 技術者
ひとりの技能の向上に取り組むことが一層求められる。

地域の環境監視に重要な役割を担う地方自治体では 近年 地域の環境監視に重要な役割を担う地方自治体では、近年、
業務の効率化等を背景に、環境測定分析を民間機関へ外
部委託する傾向にある。
⇒環境測定分析の信頼性、環境対策関係法の執行の安定確保の

ためには、自治体から委託を受けた民間分析機関の精度向上、また、
自治体の管理能力の確保･向上に取り組むことが不可欠である｡
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取組の方向性
精度管理調査は、環境測定分析機関の分析精度向上のため
の重要な手段であり、引き続き実施する必要がある。

調査 実施に当たり 環境測定分析機関 分析精度向上を調査の実施に当たり、環境測定分析機関の分析精度向上を
巡る情勢の変化、それに伴う参加機関の必要性等に適切に
対応し 調査試料 内容等の重点化を図り より効果的なもの対応し、調査試料、内容等の重点化を図り、より効果的なもの
となるよう、不断の見直しを行っていく。

環境測定分析機関においても、本調査に積極的かつ継続的環境測定分析機関においても、本調査に積極的かつ継続的
に参加することにより、分析担当者の技能等を再確認する機
会を確保することが望まれる。

これらの取組の結果、調査参加機関の動向等を適切に把握
しつつ、調査実施主体など調査全体の枠組も含めた、精度管
理調査の将来像に いても検討を行う必要がある理調査の将来像についても検討を行う必要がある。
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重点的な取組
平成２３年度から２７年度の計画期間における重点的な取組

（１）地方自治体の環境測定分析機関の取組への支援

－平成２３年度から２７年度の計画期間における重点的な取組

（１）地方自治体の環境測定分析機関の取組への支援

 地方自治体において環境測定分析業務に関する知識・経験を有する職
員の育成・確保が必要。

 外部委託結果の分析精度を確保するため、自治体から委託を受けた分
析機関において、より適切な精度管理が行われることが必要。

 地方自治体等の必要性に応じた調査試料の重点化等を行うことにより、
環境測定分析機関が精度管理調査を一層利用しやすくする。

 公定法等に書かれていない分析手法に係るノウハウ等は分析担当者間 公定法等に書かれていない分析手法に係るノウハウ等は分析担当者間
で受け継がれ、調査結果の分析上の留意点として明示された情報は各
分析機関で共有されることから、分析結果の解説、評価において改善等
を行う
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（２）調査結果の積極的な活用

 本調査により得られた貴重な知見は、これまでも公定法の改定等に当たり、
全国の環境測定分析機関における分析方法の実態 精度を確認するた全国の環境測定分析機関における分析方法の実態、精度を確認するた
めの情報として活用されてきた。

 こうした情報を一層有効活用するため、分析手法の改善に結びつける取う 情報 層有効活用す 、分析手法 改善 結 け 取
組や、分析上の留意点等に関する情報を積極的に開示する取組を強化し、
環境測定分析機関における分析精度の向上を図ることが必要。

 精度管理調査の結果を踏まえ、公定法の改定等へ向けた「提言」を行
う等により、調査結果を積極的に活用する。
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計画期間における実施内容
（１）調査の実施

 各年度の調査試料は、行政上の必要性、環境測定分析技術等を定期的・
継続的に把握するという目的及び計画期間の重点課題を踏まえ 以下の継続的に把握するという目的及び計画期間の重点課題を踏まえ、以下の
区分及び試料数として重点的に実施。

 環境測定分析機関において、分析の頻度が高い一般項目等を中心とした試
料を優先的に実施する基本精度管理調査・・・・・１試料

 環境省において、公定法の策定等を目的として試料を選定し実施する高等精
度管理調査・・・・・１試料

 前年度の調査結果を踏まえた追跡調査を実施する必要がある場合、又は緊
急に調査を行う必要がある場合等において追加して実施する調査・・・・１試料

 環境測定分析の国際化や分析精度に対する一般的な信頼性を維持する 環境測定分析の国際化や分析精度に対する 般的な信頼性を維持する
ため、分析方法については、公示法の他、環境省のマニュアル、JIS、ISO
等の規格・基準に基づいた方法を推奨。
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調査計画 ※各年度の調査試料及び項目は概ね本計画のとおりとし、各年度の調査実施に当たり別に定める。

14



（２）解析・評価（２）解析・評価
 解析・評価は、いわゆる共通解析による。

 分析上の留意点を把握することによって、環境測定分析機関の分析精度
向上を図るため、極端な分析結果（外れ値等）を出した調査参加機関、測
定項目を対象とした記録書類（分析条件 クロマトグラム等）の精査 アン定項目を対象とした記録書類（分析条件、クロマトグラム等）の精査、アン
ケート調査を実施。

 外れ値等を除いた結果を対象とした分散分析（分析条件等による要因解
析）等を実施。

 それにより、特定された誤差要因、その要因に基づく分析手法の改善又は
分析手法上の留意点は 調査結果報告書に記載し 調査結果説明会等分析手法上の留意点は、調査結果報告書に記載し、調査結果説明会等
でその内容を具体的かつ重点的に解説。
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平成２６年度調査結果の概要

び 答

平成 年度調査結果 概要

調査の参加機関数及び回答機関数

区 分 参加機関数 回答機関数 回収率(％)区 分 参加機関数 回答機関数 回収率(％)

公的機関
都道府県 70 70 100.0

公的機関

市 59 59 100.0

民間機関民間機関 380 369 97.1

合計 509 498 97.897
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